
 

 総務省の留意事項について 

 

総務省からの留意事項の具体的内容は、おおむね次の９項目となっています。 

 （ ）内は、和光市個人情報保護条例の該当条項です。 

 

 電算処理とともに、紙ベースなどのマニュアル処理も規定すること 

 （条例第２条第３号に規定） 

 実施機関をすべて執行機関に入れること（条例第２条第２号に規定） 

 開示請求権（条例第１４条から第２４条に規定） 

 訂正等の請求権（条例第２５条から第２８条に規定） 

 目的外利用等の際の利用停止請求権（条例に規定なし） 

 外部委託に関する規制（条例第１３条に規定） 

 救済措置として不服申立（条例第３１条から第３３条に規定）、 

  苦情処理（条例第３０条に規定） 

 罰則の規定（条例に規定なし） 

 一律オンライン接続の禁止をしない規定（条例第１２条に規定） 

 


